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1 原卓の請求を棄却する。

2 訴訟費用 は原告の負担 とす る。

′事 実 及 ．び 理・ 由

第 1 ．請求

処分行政庁が平成 2 0 年 1 0 月 1 4 日付けで原告に対してした個別学扱ごと．

．データを非公開 と した処分を取 り消す。

第 2・ 事案の概要

1本件は，l大阪府大東市め住民である原告が，大東市情報公開条例 （平成 9 年

大東市条例第3 号。′以下「本件条例」という。）に基づき，処分行政庁に対し，

「平成 2 ．0 年4 月 2 2 日に文部科学省が行った平成 2 0 年度全国学力・学習状

況調査の結果」の公開請求を行ったと一ころ，「個別学校 ごとデータ」に係る情

報・（以下「本件情報」 という。）の公開がされなかったとして，その取消しを



求めている事案である。

本件条例の定め（乙5 ）■

（1）本件条例は，開かれた市政ゐ実現のため，市の保有する情報を公開するこ

とにより・，市民の知る権利の保障と市政への参加を推進するとともに，市の

市民に対する説明責任を果たすことこにより，市民と市との信頼関係を深め，

もって市民主体の市政を実現することを目的とする（1条）。

（2）、市の区域内に住所を有する者は，実埠機関に対 し，情報の公開を請求する

ことかできる（革製1項梓書， 1号）－。

ここでいう「情報」ノとは，実施機関が職務上作成又は取得 した文書，図画，

写真，フイルム，磁気テープその他これに．類するもの、に入力された記録で睾

施機関が管理しているものをいい，「情報の公開」とは，実施機蘭が，本件
＼

条例により，情報を閲覧若しくは視聴に供し，叩 規則た定め・る方法により
その写しを交付することをし†う。また，・上記実施機関には，教育委員会が含

まれ る。、（2 条）
ノ

夷施機関は，．請求を受け七 日の翌 日から起算 して 1 0 日（正当な理由があ

・ れば 1 0 自問を限度 として延長 した期間）■以内に，公開を行 うかどうかの決

定を行わなければならず∴実施機関がこの期間内に決定を行わないと．酌も

藷求考は，公開をしないこ七とする決定があったも・のとみなすことができる

（ 1 0 条 1 項， 2 項， 5 項）。
ハ

（3） 実施嘩関は，公開することにより，市政の公平又は円滑な執行に著しい支

障を及挿すおそれのある次、の情報の公開をしないことができる（6 条 4二号）。

① 市の行う事務事業に関する情報であって，当該事務専業の性質上 公開

することにより，当該事務事業の実施ゐ．目的を失わせ∴又は当該事務事業

の内海な実施に著しい支由がある情報（同号イ）

・ ② 市と国等 （国及び他方公共団体その他の公共団体をいう。以下同じ。）

との間における照会，検討，協議等に関する情報であって，公開すること

ノ■【



により，その協力関係に著 しい支障がある情報（同号ウ）

（4卜 実施機関は，公顔が請求された情報に，6条各号のいずれかに該‾当し，そ

、のことを理由として公開されない情報が併せて記曝されている場合において，

その部分を容易に分離することができ，かっ，当該分離によって公開の趣旨

が損なわれなレ†と」認めるときは，阜の部分を除いて，当該情報の公開を行わ

・ノなければな らない （β条 1 号）。

前提事実等（争いがないか，証拠 （甲 I から3 まで，乙 6 ）及び弁論の全趣

旨により容易に認められる事実。なお，書証番号は特記 しない限 り枝番を含

ヤ。）

（1） 当事者

原告は大東市の住民である。

（2） 全国学力・ 学習状況東査 ′

ア 文部科学省は，平成 2．0 年 4 月 2 2 日，全国の小学校 6 年生及び中学校

3 年生を対象に、して二平成 2 0 年度全国学力■・学習状況調査（以下「本件

、調査」という0 なお；実施年度を特定しない′全′国学力・学習状況圃査を

「全国学力調査」■ということがある。t）■を実施した。

イ 本件調査において，小学校6 年生については，国軌 算数の各教科，・ 中

学校‾3 年生については，由語・数学の各教科を調査科目とするこ′ととされ，

それぞれの学年・教科に閲し，①身に付け七おかなければ後の学年等の学

習内容に影響 を及ぼす内容やr 実生活において不可欠であり常に活用でき

るようになっているこ■とが望まい 、知識・技能等（主として「知識」に関
l

する問題）．を中心とした出題 （A 問題），②知識・技能等を実生活の様々

な場副手活用する力や，様 一々な課題解決のための構想を立て実践し評価・

改善す る力等に′かかわる内容 （主 として’「活用」に関す る問題）を中心 と

した也題（B 問題）がされた。

ウ 文部科学省は，本件調査の実施に当たり，本件調査の目的や調査結果の



取扱い等を記載 した・「平成 2′0 年度全国学力・学習状況調査古ち関する実施

要領」 ／（平成 1 9 年 1・1 月 1 4．日付け1■9 文科初第 8 6 5 号文部科学事務

次官通知よ以下「本件実施要領」ノ・とい う。）を定め，各都道府県教育委員

会等に対′し，これを通知した。また，市町村教育委員会に対 しては，都道

府廉教育委員会からその内容を周知することとさ叫た。

（3） 情報公開請求 ．

∴原告は，平成 2 rq 年 1 0 月 3 日，処分行政庁に対し，「請求する情報の件

■－名または内容」欄に「平成 2 0 年 4 月 2 2 E＝こ文部科学省が行なった全国学

力・ 学習状況調査の結果」と記載 し，ノ「情報の公開甲実施方法の区分」につ

いては，イ電子メールでの送付」欄に丸印を付し，電子メー／げ ドレスを付

記した垂面を提出して，情報公開請求を行った（以下「本件廟求」とい

う 。 ） 。

（4） 処分行政庁 の決定

ア 処分行政庁は，平成 2 0 年 1 0、月 1 4 日付 けで，、公開決定通知書を原告

にあ七て電子メールで送付 した。同通知書には，本件請求のあった情報の

公 開については，次の とお り公開す る土とに決定 した■として，以下のよ ぅ

に記載 され七いた。（上記公開決定通知書による決定を，以下「本件公開

決定」 とい う。）

公開の方法 ノ写しの交付（恵子メールセの送付）

情報の件名 平成 2 0 年4 月2 2 自に文部科学省が行った全国学九

学習状況調査の給果

平成 2 0 年度全国学力・学習状況訴査結果

・●一次分析 「大東市の概要」

分身・区分別集計結束

・小学校 （周藤A ・ B ，算数A ・ B ）

・ 中学校 （国語・A ・ B ，数学A ・ B ）



イ 処分行政庁は，本件情報の記録 されている対象文書 （以下「本件文書」

という。／）につ′いて早ま∴本件請求の対象とされてい如 、ものセして，本件

公開決定において公開しな声ゝちた。 ．

（5） 本件文書の内容

ア 本件文書は，本件調査後，文部科 学省が各市町村教育委員会に対して提

供 したものであり，各学校ごと－に作成 される設問別調査結果 （小学校にち

き国語A T B及び算数阜・、B，中学校にづき国語A．・B及び数学A、・B）

を寵載したもの（別紙 1、（乙1 4 ）はその丁例である。っ と；市内の各市

′立小中学校の調査結果を蒔鼓した実施概況（別紙写（乙1 5 ）■はその一例

である。）か ら成 る。．

イ 本件文書のうち，設問別翻査結果の寵載内容は，次のと串 りである。

『 ） 集計結果

・①当該学校の生徒数と平均正答率，②大阪府下の公立学校甲生徒数と

平均正答率，③全国の公立学校の生徒数 と平均正答率がそれぞれ併記 さ

れ た衰である。

仰 分類・区分別集計結果

「学習指導宰領の領域等」，「評価の観点」，イ問題形式」甲 3つ の
I

分類ごとに区分された各項目につき，①対象設問数（問），②当該学校

の平均正答率，③大阪府下の公立学校の車均正答率，④全国の公立学校

の平均正答率が併記された表であるム

・（勿 設問別集計結果

■各設問ごとに，①設問の概要等，②当該学校の正答率 と無解答率，③

大阪府下の公立学校の正答率と無解答率，④全国の公立学校の正答率と

無回答率が併記 された表である。

り 本件文書の うち，実施概況に廃る文書は，①「全国（国公私立）」，②

「全国（公立）」，③「大阪府（公立）」，④「大東市教育委員会」，⑤

ヰ▼
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イ大東市立0 0 小学校（又は中学校）」ごとに，受験した「生徒数」及び

「平均正答数・ 平均正答率 （％）」を記載した表である。

エ 原告が公開を求め七いる本件情報は，上由イの①，イ抑②，イ（功②，ウ

⑤に係ノる情報である（別額・1 及び 2 においてそれぞれ黒塗 りされている部

分がこれに該当する。）。

（6） 本件訴えの提起

原告は，平成 2 0 年 1 0 月 2 2 日，本件訴えを提起 した。

（7）・ 本訴においては，本件情報が本件請求の対象とされていたか否ゃノゝ，本件骨

報を非公開とした処分があったか否か（本件条例 1 －0 条5 項の規定により非

公開の決定があったものとみなすことができるか否か）が争われたことか ら，

当裁判所は，平成 2 1 年 1 月■2 9 日■，中間判決を言い渡 し，本件請求におい

て，本件情報は請求対象 とされてお り，本件請求から 1 0 日又は 2 0 日が経

・過した時阜までに本件情報が公開されでいない・ことから，本件条例1 0 粂5

項の規定により，非公開の決定があったものとみなすことができる場合に当

た ると判断 した。

争点及び争点に対する当事者の主張

本件の争点時，①本件情報の本件条例 6 条4 号イ該当性，②本件情報の本件

条例 6 条 4 号り該当性，③部分公開の可否であり∴これらの争点に対する当事

者の主張は以下のとお りである。‘

（1）●＿・本件情報の本件条例 6 条 4 号イ該当性について

（被告の主張）

本件情報が公開されれば，「0 0 学校が大東市の平均点を下げている」，

「大東市で一番学力が低い（高い）のは0 0 学校」等の数字による善し悪し

だけがその学校の評価とレて児童生徒，保護者の間で先行．し，学校間の序列
（

イヒ，過度の競争につながるおそれがあるし，本件調査は，・教育委員会及び各

学校が学力の傾 向，学習状況（生活実態）一との相関等を全体 として把握・▼分



析 し，今後の瀬組等を保護者・′地域にも示 して，児童生徒への緒導や学習状

況の改善を図ると．いう目的を有する ところ，本件情報の公開により今後の取

組等に保護者の協■力が得 られない状況が現出 し，事業の円滑な実施に著 しVT
、J

支障が生 じる。

（原告の主張）

本件調査の‘実施主体は国で奉り，被告は参加主体にすぎないから，本件情

報さま「市の行う事務事業に関する情軌 には当たらない。

・また，本件実施要領は，．「自らの教育及び教育施策の成果 と課題を把握 し，

その改善を周 るとともに，そのよう・な取組を通■じて，教育に関する継続的な

検革改善サイクルを確立する」ことを調査月的とするところ，本件情報の公

軌土より，正答率の低い学樫が正答率の釦 1学校の指導方法を共有すること

ができるようになること等から，本件情報の公開はむ しろ調査 目的に資する

ものであり，事業の円滑な実施に著 しい支障が生じるとする被告の主張は，

憶軌 嶺測の域を出ないものである。

（2） 本件情報の本件条例6 条4 号ウ該当痙について

（被告の主張） ）

文部科学省は，本件情報について，各参加主体に対 し，本件実施要領を通

′じて個々の学校名 を明 らかに した公表 を しないよ うに求 めてお り，各地方公

共団体？教育委阜会も本件実施要領の内容を前捷として本件調査に参加 した

・ ものである。学校別繭査結果を公にすることたっいては，学力のうちの痺定

の－部分について－め調査結果のみに基づいた序列化や過度な競争の誘発等の

様々な弊害の発生が危倶されており，教育現場の反対も嘩強レ†ため，本件情

ノ報 を非公開 としなければ，・全 国学力調査 について他 の参加主体の協力を得 ら

れなくなるおそれがあるほか，過度な競争の結果として全国学力調李の結果

に児童生徒の学力・学習状況が正確に反映されない事態が生ずるおそれがあ

J る。
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これらのおそれが現実化すると，同調査を通じて全国の児童生年の学力 ・

学習状況を滴れなく正確に把握する、こと′ができなくなり，全国学力調査の 目

胡 の達成に支障が生じる。そうすると，被告と国等と？間における当面の又

は将来にわた、る包括的な協力関係を継続的に維持する上で，本件情報を非公

開とすることに相当の根拠があるということができるから，本件情報は本件

条例 6 条 4 号 ウに該当する。

（原告 の主張）

、本件情報ほ，「市と国等 との間における照会，検討，協議等に関する情

報」には当た らない。

まキ，本件情報の公開が周・大阪府との協力関係に著しい支障を及ぼすと

の被告の主張は争 う・。

（3） 部分公開の可否に？いて

（原告の主張）

本件条例が，原則公開を掲げている以上，少なくと・も，本件情報の うち，

学校名や生徒数を伏せた部分については，・ 公開されるべきである。

√なお，文部科学省は，学校名 と生徒数以外の情報の公開について，‘学校名

が容身に推測できない形で公開することは，国とゐ協力由係を著しく嘩なう

ものではないとの見解を示 している。

（被告の主張）

学硬名と生徒数たけを伏せて本件情報を公開すると，伏せ■たままでの序列

化が表面化し，・いたずらに学校名の憶測を呼ぶ結果を招来し 学校，雀徒に

一対す、るいわれなき評価が生 じることは想像に難くないのであり，本件調査の

す的を遷成する上で支障を生じさせる結果になるから，部分公開時認められ

ない。

第 3 争点た対する判断 へ

1 L 認 定事実

】 ．◆



前記前提事実（第 2 の 2 ），．証拠 （乙 6 ，・7 ， 1 ．3 ）及び弁論の全趣旨によ

れば，以 下の事実が認 め られ る。

（1） 全国学力調査実施の経緯等

全国の小 ‾・中学校の全児童生徒を対象 とする学力調査は長期間行われてい

なかったところ，文部科学省では，・平成 1 9 年 4 月以降，これを全国学力調

査として毎年度実施することとした（少なくとも本件公開決定当時，同年度

以降継蔵 的に実施する ことが予定されていた。）。過去に実施 された学力矧

査において，学校間の序列化や過度な競争を誘発するな′ど様々な問題点が指

賭され七いたこともあり，全国学力調査を実施するに当たって，■平成 1 7年

1 0■月の中央教育審議会の答申では，そうした弊害が生じないよう十分配慮

すべきものとされてお一り，国会の委員会セも，調査の実施方法， とりわけ，一

調査結果の公開の在 り方に大きな関心が持たれて審議の対象とされ，政府担

′当者は′，国として学校別の調査結果の公表を行わないこと，そのことを前提

′として各教育委員会等が調査た参加 レでいるこ と等を答弁しでいた。全国学 ．

力調李に関する実施要領はこのような状況を噛まえて作成されたものであり，

本件実施要領は平成 1 9 年度に作成された実施要領が一部改訂 されたもので

あった。

（2） 本件実施要領の定 め

ア 調査の目的 ■（本件実施要領 1 項）

本件調査の目的は，①国が，全国的な義務教育の機会均等 とその水準の

維持向上の観点から，各地域における児童生徒の学力・ 学習状況をきめ細

かく把握・分析することにより，教育及び教育施策の成果 と課題を検証し，

その改善を図ること；②各教育委員会，．学校等が，全国的な状況との関係
1

において自らの教育及び教育施策の歳果と課題を把握し，‘その改善を図る

J とともに．，■そのような取組を通じて，教育に関する継続的な検証改善サイ 、

クルを確立すること，③各学校が，各児童生徒め学力や学習状況を把墟し，
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児童生徒への教育指導や学習状況の改善等に役立てることである。 、

イ 調査の対象とする児童生徒 （本件実施要領 3 項）

原則として，国・公・私立李校の小学校 6 学年，特別支援学校小学部第

6 学年，中学校第 3 学年，中等教育学校第 3 学年，∴特別支援学校 中学部第
し

3 学年の全児童生徒を対象とする（痔別支援学校及び特別支援学級に在籍

し七いる児童生徒のうち丁部の者を除く。）。

り 実施体制（本件夷施要領 6 項（1））

本件調査は，文部科学省が，学校の設置管理者である都道府県教育委員

会・・ 市町村教育委員会，学校法人．，国立大学法人等・（参加主体）の協力を

得て実施する。

土 調査結果の取扱い （本件実施要領 7 項） 、．

阿 文部科 学省は，一①国全体の状況及び国立・ 公立・私立学校別の状況∴

②都道府県ごとの今立学校全体の状況，③地域の痩模等に応 じたまとま

り（大都市 ▲（政令指定都市及び東京 2 3 区），中核市，その他の市，．町

・札 または，へ＿き地）における公立学校全体の状掛 羊ついて，調査結呆

ゐ分析デナチ1を令表する（本件実施要領7 項（1′），（2））。
ノ

抑・ 文部科学省はト各市町村教育委員会に対 して，当該市町村における公

立学校全体の状況友びその設置管理する各学校の状況に関する調査結果

を，学校に対しては，当該学校全体の状軌 各学級及び各児童生徒に関

する調査結果を提供する（本件実施要領7 項（3）ア抑，（洲 。

（功 調査結果にづレナては，本件調査により測定できるのは学力の特定の一

部分である羊とや，学校における教育活動の一側面にすぎないこ、、と等を

踏まえるとともに，序列化や過度な競争につながらないよう十分配慮 し

て，適切に取り扱うこととし，具体的な配慮事項すべき点は，以f のと

お りとす る（本件実施要領 7 項（4））。

① 調査結果の公表に当たっては，本件調査の結果が学力の特定の一部

1 0



分である羊とを明示すること。また，数値の公表に当たっては，それ

により示される調査結果についての読み取 り方を併せて示すこと。

②．本件調査の実施主体が国であることや市町村が基本的な参加主体で

あること等にかんがみて，都道府県教育委員会は，域内の市町村及び
′

学校の状況について個 の々市町村名・学校名を明ら如こした公表は行

、‾ゎないこと○凄た，市町村教育委員会は，上記 と同様の理由に より，

域内の学校の状況について個々の学校名を明らかたした公表は行わな

一い こと。、

③ 市町村教育委員会が，保護考や地域住民に対して説明責任を果たす

たや，当該市町村における公立学校全体の結果を公表することについ

ては，それぞれの判断にゆだねること。 また，学校が， 自校 の結果を

年表することについては，それぞれの判断にゆだねること。・ただ し，・

本件調査 によ り測定できる学力は特定ぁー部分であることや，学校評

・価の中で体力なども含めた教育活動の取組の状況等を示しト調査席果

申分析を踏まえた今後の改善方策等を併せて示すなど，序列化につな

が らない取組 が必要 と考え られ るこ■と。

④ 、、都道府県教育委員会が，例えば，教育事務所単位で調査結果を公表

するな ど個々の市町村名が明らかとならない方法で公表するこ＿とは可

能であ－ること。また，各教育委員会か独 自に実施する学力調査の公表

の取扱いについては，・もとよりそれぞれの各教音委員会の判断古手ゆだ

ね られ ること。

オ 留意事項 ノ（本件実施要衝 9 項（8））

文部科学省は，調査結果のうち，公表する内容を除くものについて，こノ

■れが－般に公開されることになると，序列化や過度な競争が生じるおそれ

－や参加主体からの協力及び国民的な理解が得 ら－れなくなるなど正確な情報

が得ちれない可能性が高くなり，全国的な状況を把握できなくなるなど調
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査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあノると考えられるため，行政機関

め保有す－る情報の公開に関する法建 5 粂 6 号の規定を根拠としで，同法に

おける不開示情報として取り扱 うこととする。

また，教育委員会等においても∴提供される調査結果のうち，文部科学

省が公表する内容を除く調査結異について，上寵を参考に・，それぞれの情

報公開条卿こ基づく同様の規定を根拠としで，適切に対応す畠必要がある。

（3） 本件調査 の実施、

／

本件調査は，平成 2 0 年 4 月 2 2 日に実施 され，愛知県犬山市 を除く全国

の全公立校が参加 した。

（4） 本件調査結果の取扱いに係 る通知

・ア 文部科学省は，‾各都道府県教育委員会等に対 し，本件調査の結呆を提供

するに先立ってi、呼 成2 0 年度全国学力・学習状況蘭査の調査結果の取

扱いにウいて 嘩知）」（平成2 0年白月2 2 日付け2 0文科初第6 5 4

与文部科学省初等中等教育局長通知，以下「留意事項通知」という。乙

7 ） を発出 した。

イ 留意事項通知に率いては，．本件調査¢結果の取扱いについて本件兵施要

領に基づき適切に行われるこ．とを確認するとともに，改めて留意事項が示

された。

具体的に＿は，市町村琴育委貞会，学校がそれぞれの判断で自らの結果を

公表した後において‘も，都道府県教育委員会，市町村教育委員会は個々の

市町村名・ 学校名を明・らかにした公表を行わないこJととされ，∴国が行 う本

件調査の結果の公表 一情報公開については，これまでも国会等で広く議論

が行われてきたところであ．り，都道府県教育委員会が個ふの市町村名・ 学

校名を明らかにした情醸を公にした場合又は市町村教育委員会が個々り学

校名を明らかにした情報を公にした頃合，その性質上，‾次年度以降市町村

教育委員会からの協力が得 られ ず正確な情報も得 られない可能性が高くな

1 2



一 一 一 ｛ ■ ｛ l へ

り，結果として全国的な状況を把握できなくなるなど，本件調査の適正な

遂行に支障を及ぼすおそれがあることから，市町村教育委員会においては，

哀れぞれの地方公共団体が革める条例を根拠として，個々の学校名を明ら

かにした情報の開示により本件調査の適正な遂行に支障を及ぼす ことにな

らないよう適切に対応することとされた。

また，域内の市町村教育委員会た対 しては，′調査結果の取扱いが留意事

項通知に沿って適切に行われるよう，都道府県教育委員会か らの指導を徹

・ 底する・ことが依頼された。

本件情報の本件条例 6 条 4 号り該当性に？い七

（1）ノ本件条例 6 条4 号ウは，埠方公共団体である被告が，国等の機関と連携 し

て行 う行政事務の遂行のため，あるいは，国等から将来行政事務の遂行上必

要となる情報の提供を受けるため，国等との協力関係又は信頼関係を継続的

に維持する必要があることを前提にして，国毎との協力関係の下に作成又は

取得 した情報を開示する ことにより，国等との協力関係を著 しく損なうこと

を防止 し，、被告の行 う事務事業の円滑な実施を確保すること．を目的 として設

けられた規定 と解 される。そして，本件文書さま，文部科学省が，市町村教育

委員会及びその所管に属する学扱等（以下「市町村教育委員会等」というこ

とがある。），．各参加主体の協力を得て実施した本件調査の結果を受け七作

成 し，′処分行政庁に提供 したものであり，そ土に記載された本件情報は，国

との協力関係の下に取得 しキ情報であると■いう■ことができるか ら，「市と国

等との間における照会，検討，協議等に関する情報」、に当たるものといえる。

この点について，原告は，本件情報は「市と国等との間における照会，検

討，協議等に関する情報」に該当しないと主張す畠が，本件条例 6一条 4 号ウ

の掲げる「照会，検討，協議」′は，国等 との協力関係の下に情報を作成女は

取得する手段・方法を例示したにすぎず，本件情報が国との協力関係の下に

、取得 した情報であることは上で述べたとお りであるかち，原告の主張は採用
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で きない。

（2）ア そこで，本件情報を公開することにより，国等 との協力関係に著しい支

障を及ぼすといえるか否如こづき検討するに，、本件条例がその目的として

市民の知る権利の保障と市政への参加の推進，．市民に対する説明責任を挙

げ，非公開事由を限建的に列挙した上で，非公開情報が含まれない錬り；

公開を行 う羊ととしていること，上記（1）でみた本件条例 6 条・4 号りの規定

が設けられた趣 旨からすれば，国等 との協力関係に著 しい支障を及ぼすか

否かにちいては，具体的車情を勘案 して実質的に検討されるべきものであ

つて，層等から非公開を求める要請がある場合セあっても，それだけでは
／

・足 りず，国等において当該情報を非公開としなければならない合理的根拠

が存す る場合であることを要す る、とい うべきである。

イ ．まず，葡記認定事実（第3 の1）の▼とおり，文部科学省は，・本件実施要

領及び留意事項通知において，各市町村教育要員会に対 し，当該市町村に

潔 ける公立学校全体の結果を公表することについて卑も それぞれの判漸 に

ゆだねるどしながら，域内の個々中学校名を明ちかにした公表については

これを行わないこと．，市町村教育委員会においては，それぞれの地方公共

・団体が定める条例を根拠として，個々の学校名を明らかにした情報の開示

に■より本件調査の適正な遂行に支障を及ぼすことにならないよ う適切に対

応するこLとを要請している。したがって，本件情盛については，国から非

公開を求める要請があったといえる。

ウ 次に，国が，表件調査の目的（前記認定事実（2）ア）を達成するためには，

全国の各地域における学力・ 学習状況を，漏れなく，か つ，▲正確に把握 し，

Jその調査結果 を地方公兵団体に提供することか不可欠であるところ／各都

道府県及び各市町村の教育委員会や各学校はこれに参加する義務を負うも－

のではないから，それぞれにおいて本件調査の 目的について理解を得た上

で，その協力 を仰 ぎ参加 を求める必要があるといえる。
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一方で，全国学力調査の学校別調査結果の公表については，平成 1 9 年

度に全国学力醜査が実施される以前から，学校間の序列化や，過度な競軋

学力偏重につながることが懸念 されてお り，国会の委員会等に率いてその

公表の在 り方に関する審議が重ね られてお り（前記認定事実（1）ト，その審

議の内容（乙7 ）や，平成 2 1 年 3 月に公表された保護者を対象 とする内

閣府のアンケー ト調査（甲 1 0 ）をみて も，調査結果の公開に対する否定

的な意見も相当程度存在することが観められる。ちなみに，上記アンケー

ト調査の結果をみると， 6 7 ． 3 ％の者が学校別調査結果の公表に賛成し

てお、り，公葬に反対する者は 1 0 ． 5 ％にとどまるものの，「わか らな

い」と答えた者も2 1 ． 5 ％に達するほか，公表に餐成した者のうち，

「学校毎の点数をそのまま公表すべきである」■とするものは6 8 ． 7 ％で

あtり，学校別調査結果をそのま享の形で公表することに賛成する者の割合

は全体の過 半に満 たないものとなっている。

・ そ うすると，国において，学校別調査結果を公開するか否かを各学校 ご

との判断にゆだねつつ，市町村教育委員会に対 しては，これを△閲しない

よう要請するという対応をとっているゐは，上セみた学校別調査結果の公

表に対する意見の分布や議論の状況を踏まえ，・ 全国の市町村教育委員会等

の協力・参加を確実なものとし，全国学力調査を継続的か？適正に実施す

ることを意図 したものとみるて とができる。そして，市町村教育委員会等

の参加主体の中には，本件実施要領における非公開の方針にのっとり，各

学校が自ら公開 しない限ノり学校別調査結果が公開されることはないものと

宿頼 して本件調査に協力・ 参加 しているものも少な．からずあると考えられ，

仮に学校別繭査結果が公開されるならば，本件調査に参加 した市町村教育 、

委員会等に少 なか らぬ混乱 を引き起 こし，全国学力調査の実施主体である

国に対する、信頼を失い，将来実施される全国学力鯛査において，その協力

・ 参加 を得 られな くなるおそれ があるとい うべき■で ある。
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′さらに，市町村教育委員会筆の協力・ 参加が得られなくなった場合には；

全国の全児童生徒の学力・学習状況が調査結果に反映されなくなるたや，

全国的な状況把握が正確に行われることを前提 とした本件調査・ノ全国学力

調査の目的達成が著 しく困難になるもので奉る。

したがって，学勧 J調査結果については，国がこれを殖公開とし御ナれ

ばな らない合理的根拠があった ものとい うべ きである。

（3） 以上によれば，本件情報を公開した場合には，国との間の仝国学力調査に

関する継続的な協力関係め維持が困莫削こなり，国との協力関係に著しい支障

が■あるものと心え′るから，本件情郵ま本件条例．6条4号 ウの情報に該当する。

本件情報の本件条例 6条 4 号イ該当畦について

（■1） 本件調査を全国で統一的に実施する主体が国セあるとiまいえ，教育委員会

が，当該地方公共団体カ．ミ処理する教育に関する事務甲 うち∴その所管に属す

る学校の教育課程，李習指導，教育に関する調査及び基幹統計その他の統計

に関すること等にらいて，◆広く管理し，執行する権限を有すること（地方教

育行政の組織及び運営に関する法律2 3 条 5 号，1 7 与及び1 9 号参滞），

本件調査の目的として，各教育委員会や学彼等が，全国的な状況との関係に
叫

おいて自らの教育及び教育施策の成果 と課題を把握 し，その改善を図る羊と

や1，■各学校が，各児童生徒の学力や学習状況を把握し，児童生徒への教育碍

導や学習状況の改善等に役立てること等が掲げられていること（前記認定事

夷ほ）ア）・からすれば，本件情報は r市の行う事務事業に関する情報」．に該当

する。

これ点について原告は，一市町村教育委員会は本件調査の参加主体にすぎな

いから，本件情報は「市 の行 う事務事業に関する情報」に当たらないと主張
J

す るが，・被告ないし処分行政庁において，本件調査に関連 して，多岐にわた

る事務を行っていることは上でみたとおりであって，原告の主纏は痍用でき．

な い。
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（2）ア そこで，本件情報を公開することにより，．被告の行 う専務事業の√実施の

目的を失わせ，又はその円滑な実施に支障が．あるか否かについて検討する

のに，本件条例6 条 4 与イの趣旨は，特定の者に利益を与えず，市島全体
‾？

の利益を確保しようとする市の事務事業について，これに関する情報を公

開することにより．，当飯事務事業の目的が損なわれることを防止し，事務

事業の円滑な実施を確保することにあると解されること，本件条例が，市

民の知る権利の保障を目的とし，非公開皐由を限定的に列挙した上で，非

公開情報が含まれない限り，公蹄を行 うこ．と一セ していることからすれば，

本件条例 6 条 4 号イに該当するか否かを判断するに当たっては，具体的事

情を勘案 した上で，情報を公開することにより被告の行 う事務事業に著し

い支障が生 じるか否かを実質的に検討する必要があるというべきである。
〔 しノ

イ ．そこで，本件情報を公開することにより，被告の行 う事務事業に著しい

支障が生 じるか否か を具体的 に検討す ると， まず，本 件情報 と関係 する

「市め行 う事務事業」とは，本件調査に参加、してこれを実施すると・ともに，

その結果の提供を受け，全国的な状況 との関係において，そり所管に属す

る学校における教育の成果等を把録し七，その改善を図る土と・筆にある′と

いえるムす なわち，本件調査への参加やその実施のみならず，取得した情

報の管垣や活用等の過程を含めたすべての事務をもって，本件調査に関係

する「南の行 う事務事業」ととらえるべきセある。そ一して，前記 2 で判断

り七 たとお り，本件調査が原則 と、■して全国の学校の全児童生徒の参加を得て

実施されることが前提とされていぁところ・，これに参加ししない教育委員会，

学校等が現れ，その数が大きくなればなるほど，本件調査め目的が損なわ
し

れ，本件調査の結果の提供を受ける市町村教育委員会等においても，教育
／

1の成果の把握やその改善に役立てるためめ蛮料 としての価値が減 じちれる

結果 となりかねないこと， さらに，学校別調査結果が公開された場合ゝ将

凛実施 される全国学力調査において，市町村教育委員会等の協力 」参加が

1 7



得られなくなるおそれがあることか らすれば，1市の行 う事務事業との関係

においても，本件情報甲公繭は当該事務事業の 自的を損ない，その円滑な

実施を確保できない結束をもたらすものといわざるを得ない。

な串，被告接ご本件条例 6 条4 号イに該当する事由として，専 ら学校間

の序列化や過度の競争につながる．おそれ，市教育委員会や学校の取組に対

して保護者の協力が得 られなくなるおそれを指摘するも？であるが，同号

ウキこ縁当する事由に関する主張に照らしでみれば，上でみたような支障が

生じることも，同号イに該当する事由と・し七主張することを含意 したもの

と理解できる。

（3）以上からすれば，本件情報の公開にょ り，・ 学校間の序列化や過度の競争に

つながる′おそれや，学校等の取組に対する保護者の協力が得られなくなるお

それがあるかどうかはさて串レ？ても，被告の行 う事務事業の実魔 の目的を失
し

わせ・ その円滑な実施に著 しい支障を生 じさせるものであるこ とは上記（2）で

みたとお りであるから，本件情報は本件条例 6 粂 4 号イに該当する。

部分公 開の可否 について．

原告は，■本件条例が，原則公開を掲げそいる以上，少なくとも，南条例 8 条

1 号に基づき，本件情報のうち，学校名や生徒数を伏せた部分については，公

開されるべきである旨主張 してお り，文部科学省は，本件情報のうち，学校名

と生徒数以外の情報を学校名が容易に推測できない形で公開する場合には，被

告と国 との協力関係を損ねるものではないとの見解を表明していさこと‘が静め

られ る（甲■1 2 ）。

しかし，本件条例8 粂1 号は，同条例6 条各号の非公開情報が記録されてい
1

る場合の部分公開について規定しているところ，その文言上 、一個の公文書に．

複数の情報が記録されている場合において，それらの情報のうち串非公開事由

に該当するものがあるときは，当該部分を除いたその余の部分についてめみ，

これを公開することを実施機関に義務付けているにすぎない。すなわち，同条

1 8
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例 8 条 1 号峠，非公開事由に該当する独立 した一体的な情報を更に細分化 し，

その－部を非公矧とし，その余の部分には．もはや非公開事郎こ該当する情報は

記録されていないものとみなして，これを公開する羊とまでをも夷施機関に義

務付けてい ると解することはできないb

そこで，本件文書り記載内容の うち，いかなる範囲をもって独立した一体的

な情報であるかを検討すると，学疲名及びその生徒数と，当該学校の分額・区

分別の平均正答率及び設問別の平均正答率等とは，－体となって意味を成す情

報として記載 されたものと，みるべきであって，平均正答率等の数字それ 自体を

独立 した意味のある情報 とみることはできなヤ、ものである。

そ うすると，独立 した一体的な情報 とみるべき学校名，、生徒数及び当該学校

の平均正答率等を更に細分化 して，一挙校名及び生徒数を除いた部分を本件条例

8 条 1 項に基づいて公開しなければならないも甲とすることはできない。

したがって，部分公開に係 る原告の主張には理由がない。

結論

以上によればト／本件情報を非公繭とした処分は適法であちて，原草の主張は

理由がないから棄却することとして，主文の一とおり判決する。

大阪地方裁判所第 7 民事部

裁判長裁判官 」 エ
ロ 徹

裁判官 小 林 康 彦

1 9
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・以下の集計値は，4 月2 2 日に実施した調査の結集を集計 した値である。
＊ただし．4 月2 2 日に椚暮幸美漉していない単軌＝ついては．4 月2 3 日以枠5 月9 Eほ でに実施した切手の有夫を▲計した放とする．

集計着果
生 徒 ■　　　　 平 均 正 書 事 （％）

大 井 市 立 ■■ 中事 故

大 喝 府 （公 立） 03 ．71　　　　　　　　　 70．5

全 国 （公 立） 1．029． 81　　　　　　　　 73．¢

分類・ 区 分別♯ 計頼果

※ひとつの戦闘が♯牡の区分に甘 当する場合があるため， それぞれの分軌 こついて

各 区 分 の没 何 故 を合 計 した 赦 は． 美 麻の 牧 開 放 とは 一致 しな い牧 舎 が あ る．

分 類 一区 分 l 股 間 鼓 （剛　 ★
平 均 正 書 中 （％ ）

牧 ．　　 大 阪 府 （公 立 ） 全 国 （公 立 ）

学 習 指 導 書 彿 の 債 城 書

指 す こ と ・・即 く こ と ． 5 7 8 ．2 80 ．】

書 く こ と J 2 5 l ．3 55 ．2

挑 む こ と■ 9 8 7 ．8 7 1．0

一 世 事 項 1古 7 2 ．5 7 5 ．2

野 面 の 牧 点　 一

国 防 へ の 朋 心 ・舌 欲 ・魯 皮 ＿ ． 1 さ2．1 8 7 ．3 ．

挿 す ・ 附 く他 力　 ‾ 5 7 8．2 8 0 ．1

書 く 能 力 2 5 1．3 1 5 5 ．2

牧 む 能 力 9 8 7 ．8 7 1 ．0　 －

書 陣 に つ い て の 知 托 ・可 ♯ ・抜 放　 t 1 8 7 2 ．6 7 5 ．2

一　　 間 皿 形 式 、

遵 択 或 2 1 8 8 ．2 7 1．3

振 替 式 13 7 4 ．2 7 7．4

†己述 式 0

設 問 別 集 計 金 臭

】

一枚 聞 手 号 牧 仰 の 故 事 出 初 の 趣 旨

学 甘 緒 車 声 価 の 竹 城 事 肝 価 の 胡 点　 ． 何 曲 形 式 丑 故
大 阪 府

（公 立 ）
全 国 く公 立 ）

括

す

と

耶

く

■ と

・書

、く

．と

仇

、む ■

と

書

播

事

項

国

陣

へ

の ．

朋

′ 心

士

歓

・ 態
丘

低

す

珊

く

地

力

書

く

触

・′力

洗

む

能

力

昔

序

に

つ

い

て

の

知

比

種

群

技

能

丑

虫

武

〔

矩

尊 ■

式

l 己

述

或

正

昔

ヰ

％

書

＃

筈

．串

％

正

筈
■辛

塊

■■

洪

書

串

ウi

．正

昔

ヰ

％

ホ

＃

昔 ■

串

％

1 ・－
番 台 い の 一 部 を 牡 れ 朱 書 の 仕 方 の 良 い 点 の

悦 明 と し て 適 切 な も の を 井 沢 す る

括 の 輔 庇 に 注 兼 し な が ら 的 柾 に 淵

さ 七 る
，0 ○ ○ 5 5 ．8 0 ．8 6 1．7 0 ．8

1 ニ ア
辞 書 い の 方 向 を と ら え た 司 会 の 適 切 な 朱 書 盲

且 訳 す る ．
伝 令 い の 方 向 を と ら え て ． 適 切 な

朱 書 を す る ＿

0 ○ b 7 0．7 0 ．9 8 0 ．5 0 ．4

1 ニ イ
甘 食 い の 方 向 を と ち え た 司 会 の 連 切 な 発 音 を

註 釈 す る （） 〉0 ○ 9 0．7 1 ，7 9 2 ．8 l．2

上も
2 一 点

上も
故 事 と そ の ♯ 牧 ■を 挟 み ． r 虎 」 に た と・え ら れ

て い る 人 肋 を 註 釈 す る
文 書 の よ 関 に 即 して 内 容 を 挑 み 取 る

0 0 0 6 2 ．4■ ○，8 8 4 ．3 0 ．1

■つ也
2 「 狐

■つb
故 事 と そ の ＃ 悦 を 挟 み ． r 机 J に た と■え ら れ

て い る 人 抽 を 玉 択 す も

0 0 0 6 」1 0 ．9 5 8 ，9 0 ．1

2 ＝
た と え 辞 を 潜 ま え ． 故 事 庇 甘 （虎 の 虎 を 滞 る

如 ） の 暮 味 と して 適 切 な も の を ∬ 訳 す る

文 暮 の l 晰 を お さ え な が ら 中 心 的

な 内 申 を 考 え る
0 0 0 7 5 ．2 ．0 ．9 7 7 ．7 0 ．4

3 ．－
書 見 文 に 対 す る 辞 す と し て 適 切 な も の を 茸 択

す る

■ 宅 の よ 恥 に 方 月 し ， 押 価 ・批 評

す る
○ ○ 0 35 ．0 0 ．9 3 9 ．7 0 ．4

3 二
他 の 人 の 暮 丸 文 を 一 考 に 段 落 分 け を し た も の

と し て ． 適 切 な 地 合 せ を 立 沢 す る

壬 切 な 長 井 を 放 け て ， 他 項 的 な 文

一 に す る 0 0 0 8 6 ．6 、1 ．2 7 q ．8

－0 ，6

4 －
イ ン タ ビ ュ ー を す る 幹 の 心 が け と し て 適 切 な

も の を 井 沢 す る

効 l 的 な イ ン タ ビ ュ ー に す る た め

の 斗 ♯ を し ． 肌 べ た こ と な ど を 適

切 に 生 か す

○ ，0 （） 8 9 ．l l．2 7 4 ．1 0．6

4 二 、 イ ン タ ビ ュ ー の よ 軌 ＝伸 し た 文 何 者 暮 く

伝 し 辛 の 書 国 を 確 辞 し ． イ ．ン タ

ビ ュ ー の l 朋 を 考 え て ． 適 切 な 文

冊 を す る

○ 0 0 8 8 ．‾4 6 ．2 9 1 ・芦 1 ．0

5 －
事 l （弄 わ ん の 斗 先 の 執 の 様 子 ） に つ‾い て 暮

か れ た 一 文 を 本 文 中 か ら 潔 しt 書 く
一 理 の よ 耶 の 仕 方 に 申 し て ． 内 書

を 放 み 取 る

0 0 0 4昔．7 7 ，7 45 ．4 S ．5

5 二
記 述 の 一 触 を ． 耳 書 中 の 他 の 甘 兼 を 使 っ て 暮

き 洗 え る 0 0 ○ 甲 ・0 1 9 ．a 5 8 －1 14 ．合

5 三 ．
文 士 の l 叩 に つ い て の 脱 明 と し て 適 切 な も の

を五 択 ナ る ・
文 事 の よ 射 の 仕 方 を 読 み 取 る 0 0 ． 0 7 l．6 1．9 7 3 ．9 1 ．0

占 － 1 漢 字 を 書 ■く （将 来 の こ 七 は 主 上 之 で さ な い ）

文 ホ I＝押 し て よ 手 を 正 し く書 く

0 0

＿0

石7 ．8 18 ．3 8 3 ．2 1 5 ．1

10 ．l

12 ．5

2 ．1

6 － 2 法 事 を 書 く （l 土 山 を △ 出 に写 暮 を とる ） b b 0 7 5 ．0 12 ．4 7乙 5

6 － 3 よ ヰ を 書 く （一 ・定 の l 丘 を且 五 つ ） 0 0 0 88 ．1 1 ：l．‘l 8 ユ．5　 ■

6 ＝ ＿1 洪 手 書 仇 む （書 斗 位 ヰ を生 血 す る ）

文 肌 ミ押 して 決 手 を 正 し く 洗 む

0 0 0 0 6 ．7 8 ．2 9 る．8

6 ニ 2 よ 手 を 址 む （こ わ ホ ー ル は i l 効 果 が 良 い ）
0 0 0 8 7 ．8 5 ．， 9 0 ・早 1 ．1

8 二 3 丸 字 を 挟 む （世 井 の 平 和 を 丑 る ）
0 0 0 9 5 ．， 2 ．丁 9 7 ．2

＿1 ．7

ユ J

8 － 4 6 －＃ ヰ 0 1 － 5
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これ は正本 である。

平成 2ノ2 年 3 月 1 1 日

大阪地方裁判所第 7 民事部

裁判所書記官 ．織 野


